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中期経営計画「NTN100」（平成28年3月期〜平成30年3月期）
3つの基本方針のもとで重点施策を進め、
お客様にとってCo-creative（共創的）なパートナー企業への変革を図る

攻める経営 稼ぐ経営 築く経営
経営資源（ひと・もの・かね）を
重点分野へ集中

規模に依存せず
価値を追求する企業への変革

経営基盤・財務基盤の強化

①新たな領域での事業展開
②アフターマーケット事業の拡大

③ドライブシャフト事業の構造改革
④次世代技術による「もの造り」

⑤真のグローバル企業としての
　経営基盤の確立
⑥収益管理の強化と資産効率の向上

1．独創的技術の創造
2．客先及び最終消費者に適合した付加価値技術及びサービスの提供
3．着実な業績の伸長の下での社員の生活向上、株主への利益還元、社会への貢献
4．グローバリゼーションの推進と国際企業にふさわしい経営・企業形態の形成

新しい技術の創造と新商品の開発を通じて
国際社会に貢献する

（For New Technology Network : 新しい技術で世界を結ぶ）

ＮＴＮは、摩擦を減らすことでエネルギー消費を抑える
「エコ商品」の軸受（ベアリング）を主力商品として、
グローバルに事業を展開する精密機器メーカです。
ＮＴＮの商品は、世界有数の企業に選ばれ、自動車、
鉄道車両、建設機械、航空機、医療機器をはじめとする
多数の機械に用いられて、人々の暮らしを支えています。

［見通しに関する注意事項］
本報告書には、NTNの将来
についての計画・戦略・
業績に関する予測と見通
しが含まれています。実際
の業績は本報告書で述べ
られている見通しと異なる
可能性があることをご承知
おきください。

当社の企業理念

基本方針
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トップインタビュー

中期経営計画「NTN100」の達成に向け
「攻める経営」「稼ぐ経営」「築く経営」を加速しています。

代表取締役社長  大久保 博司
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　当第2四半期連結累計期間（平成28年4月1日～平成28年9月30日）に
おける日本経済は、雇用・所得環境の改善や各種政策の効果はありました
が、急激な円高による先行き不透明感もあり、緩やかな回復基調に留まりま
した。海外においては、米国経済は一部に弱い動きがみられるものの景気
回復が続きました。欧州経済は緩やかな回復がみられましたが、英国のEU

離脱問題によって不透明感が生じました。また、中国経済は緩やかに減速し、その他新
興国の景気にも弱い動きがみられました。
　このような環境のもと、当社グループは昨年4月にスタートした3年間の中期経営計画

「NTN100」において、平成30年３月に迎える創業100周年と次の100年の持続的成
長のため、「あるべき姿」に向けた変革と礎づくりを目指し、経営資源（ひと・もの・かね）
を重点分野に集中する「攻める経営」、規模に依存せず価値を追求する企業へと変革する

「稼ぐ経営」、経営基盤と財務基盤を強化する「築く経営」の３つを基本方針とし、諸施
策を推進しております。
　当第２四半期連結累計期間の売上高は、326,824百万円（前年同期比9.4％減）と
なりました。損益につきましては、営業利益は15,841百万円（前年同期比36.2％減）、
経常利益は11,531百万円（前年同期比35.9％減）となりました。なお、特別損失とし
て固定資産売却損135百万円を計上した結果、親会社株主に帰属する四半期純利益は
6,126百万円（前年同期比41.0％減）となりました。

決算ハイライト

当第2四半期の経営成績について
お聞かせください。Q

A
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トップインタビュー

ＣＯ２を排出しないクリーンな自然エネルギーの循環型モ
デルとして、低炭素化社会を実現する実証実験を行って
います。
　ＥＶ事業では、更なる小型・軽量化を実現し、車両の
サスペンションやステアリングの構造を変更することなく
搭載が可能な「新インホイールモータシステム」を開発し、
お客さまへ開発コストの削減や開発期間の短縮を提案し
ております。また、本年４月に「電動モジュール商品事業
部」を新設し、自動車の電動化に不可欠な「電動モータ・
アクチュエータ」等のモジュール商品の早期事業化を進
めております。
　ロボット関連事業では、「人との協働、共生」をテーマ
に、高速かつ正確な位置決め動作により自動生産設備の
生産性向上に貢献する「パラレルリンク型高速角度制御
装置」や、微細な液滴を高精度に塗布するとともに塗布
形状や塗布量を全数検査する機能を合わせ持つ「測定機
能付微細塗布装置」等の市場展開を加速しております。
　サービス・ソリューション事業では、ビッグデータを利
用した軸受の状態監視や診断技術、センシング技術を活
用し、これまでの「もの」の提供のみならず、サービス・
ソリューションの提供にも事業を展開しております。大型
風力発電設備の稼働状況を常時モニタリングする「風力
発電装置用状態監視システム（ＣＭＳ）Ｗｉｎｄ Ｄｏｃｔｏｒ®」
の販売を、昨年から開始しました。
  「アフターマーケット事業の拡大」では、「品揃えとエン
ジニアリング・サービスで顧客満足度世界Ｎｏ.１」を目指
しております。日本の補修市場のお客さまにはアフター
マーケット・アカデミー（技術講習会、軸受診断等）の

①中期経営計画「ＮＴＮ１００」の進捗
　当社グループは、昨年４月から創業100周
年を迎える平成30年３月までの３年間の中期経

営計画「ＮＴＮ１００」に取組んでおります。「ＮＴＮ１００」は、
「NTN Transformation for Next 100 （次の100年に
向けたＮＴＮの変革）」の頭文字を取ったもので、創業
100周年と次の100年の持続的成長のため、「あるべき
姿」に向けた変革と礎づくりの３年間と位置づけて、「攻
める経営」、「稼ぐ経営」、「築く経営」の３つの基本方針
のもとで重点施策を進めております。

＜攻める経営＞
　軸受、ドライブシャフトに次ぐ「新たな領域での事業展
開」を推進しております。自然エネルギー商品を早期に
事業として確立するため、本年４月に「自然エネルギー
商品事業部」を新設しました。弱風でも高効率で回転エ
ネルギーに変換できる翼の技術と、転がり軸受や磁性材
料の技術を活用した小形風車等の事業化を進めておりま
す。本年７月には、風力と太陽光の２つの自然エネルギー
で発電した電力をバッテリーに充電し、夜間にLED照明
を自動点灯する「ハイブリッド街路灯」の販売を開始しま
した。また、既存の用水路壁面に載せるだけで設置でき
る出力１kWの「マイクロ水車」の実証実験を進め、本
年12月の発売を目指しております。先端技術研究所（三
重県桑名市）内に設立した「グリーンパワーパーク」では、

各施策の進捗と今後の課題について
教えてください。Q

A
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ジュール化した「アドバンスド ドライブシャフト モジュー
ル」や、プレミアムカー等の高級車に多く採用される後
輪駆動形式に最適な「リア用軽量ドライブシャフト」等を
開発し、高付加価値商品の構成を高めております。生産
面では、自動車生産台数の増加、自動車メーカの拠点
新設を背景に、中国、メキシコ、米国に新工場を設立し
グローバル供給体制を強化するとともに、比例費削減等
による収益改善を進めています。
  「次世代技術による『もの造り』」では、「次の100年に
向けた『もの造り』方式の革新」をテーマに、革新的な
製造技術を導入することで、コスト競争力の強化、設備
単価の低減、リードタイム短縮、中間在庫の廃止、省エ
ネルギー／省資源の実現等を図っております。また、グ
ローバルにおける品質管理強化の重要性から、「メイド・
バイ・ＮＴＮ」による世界同一基準での品質保証体制を
確立します。

開催等を通じて技術サービスの強化を図っております。
海外においても、欧州をはじめ米州や中国等で自動車補
修ビジネスを拡大しており、産業機械補修ビジネスでは
代理店とその先のお客さまへテクニカル・サービスカー
で訪問するキャラバン活動を強化しております。生産面
では、生産リードタイムを短縮するため、株式会社ＮＴＮ
能登製作所（石川県志賀町）に熱処理工場を増設し、
能登地区における軸受の一貫生産体制を確立させ、ス
ピーディな生産と安定した供給体制を実現します。

＜稼ぐ経営＞
  「ドライブシャフト事業の構造改革」では、収益拡大を
最重要課題と位置づけ、品質・コスト・納期・技術面も
含めて、顧客満足度世界Ｎｏ.１の「ＮＴＮのドライブシャフ
ト」と呼ばれるように体質を改革しております。販売・技
術面では、新たなコンセプトと高度な製造技術によりモ

経営資源（ひと・もの・かね）を重点分野へ集中
❶ 新たな領域での事業展開
❷ アフターマーケット事業の拡大

❸ ドライブシャフト事業の構造改革
❹ 次世代技術による「もの造り」

規模に依存せず価値を追求する企業への変革

❺ 真のグローバル企業としての経営基盤の確立
❻ 収益管理の強化と資産効率の向上

経営基盤・財務基盤の強化
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トップインタビュー

容疑で、当社元役員とともに東京地方検察庁より起訴さ
れ、平成25年３月には、公正取引委員会より排除措置
命令及び課徴金納付命令（7,231百万円）を受けました。
これらの前提となる事実認定は、当社の認識とは異なり
ますので、同年４月、両命令を不服として審判請求を行
い、同年９月に審判手続きが開始されました。また、刑
事裁判においては、昨年２月に東京地方裁判所より宣告
された有罪判決に対し控訴していましたが、本年３月に
控訴を棄却する旨の控訴審判決が言い渡されました。当
社及び当社元役員は本判決に不服があるため最高裁判
所へ上告いたしました。
　海外におきましては、韓国等の連結子会社において、
当局の調査等を受けております。
　当社並びに当社の米国及びカナダの連結子会社は、
他の事業者と共同してベアリング（軸受）の販売価格の
引上げを決定したとして、米国及びカナダにおいて複数
の民事訴訟（クラスアクション）の提起を受けております。
なお、当社及び当社の米国の一部子会社は、本年11月17日
付（米国東部時間11月16日付）で原告の一部である間接
購入者との間で、和解金1,005万米ドル（約11億円）で個別
に和解しています。上記間接購入者との和解は、今後米国
ミシガン州東部連邦地方裁判所の承認が必要となります。
　本年２月に当社を含む軸受メーカ８社は、英国競争審
判所においてPeugeot S.A.及び同社のグループ会社 計
19社（以下「原告等」）より損害賠償額５億780万ユーロ

（暫定額）を連帯して支払うよう求める訴訟の提起を受け
ました。本訴訟は、平成26年３月19日付の欧州委員会
決定の対象となった欧州競争法違反行為に関連して、原

＜築く経営＞
  「経営基盤の強化」では、世界共通の行動規範としての

「企業理念」について、当社グループ全従業員への浸透
を図るほか、グローバル企業として、コンプライアンス
の徹底やガバナンス、ダイバーシティへの対応強化を進
めております。具体的には、国や地域を越えて活躍でき
るグローバル人材の育成等を強化し、現場力を高める継
続的「ひと造り」を推進しています。また、育児短時間
勤務制度の拡充や企業内託児所の整備等、働きやすい
職場、環境づくりに取組んでおります。ＣＳＲに関しては、
これまで以上に当社グループが事業展開する地域社会で
の活動に注力し、地元から愛される企業としての社会貢
献や環境保全活動を、更に拡大してまいります。
  「財務基盤の強化」では、「収益管理の強化と資産効率
の向上」に向けた諸施策を進めております。有利子負債
の削減と棚卸資産回転率の向上、退職給付債務の圧縮、
売上高利益率向上の諸施策を通じて、財務体質の健全
化を目指し、長期的に安定した株主の皆様への利益還元
を継続的に実施してまいります。

②法令・規則遵守のための体制強化
　当社グループは、コンプライアンスの徹底を最重要課
題の一つとして捉えており、法令・規則遵守のための体
制強化に取組んでおります。

＜各当局の調査等の経過＞
　当社は、平成24年６月、ベアリング（軸受）の国内
取引に関して、独占禁止法（以下、「独禁法」）違反の
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告等が損害を被ったとして提起されたものです。今後、
当社の正当性を主張してまいります。
　当社又は当社の関係会社は、上記と同様の訴訟等を
今後提起される可能性があります。
　株主の皆様には、多大なご心配をおかけしております
ことを深くお詫び申しあげます。
　当社グループは、今後とも法令、社会規範、倫理、
社内規程等の遵守をグローバルに徹底するための体制を
強化し、更に、公正・誠実な競争による事業活動を推進
してまいります。

＜体制強化＞
　独禁法及び下請代金支払遅延等防止法遵守の徹底の
ため、「公正取引監察委員会」の指示の下、「公正取引
推進部」を中心に活動を推進しています。
　また、平成26年に設置しました「ＣＳＲ（社会的責任）
推進本部」は、公正取引推進部を含む企業の社会的責
任に関連する部門を統括し、法規範の遵守と社会的責任
を当社グループ全体で推進しています。また同時に、各
海外地区総支配人室に設置している「内部統制課」との
連携を強化し、海外におけるコンプライアンス体制を構
築・強化しています。
　公正取引推進部は、社内研修等啓発活動に加え、独
禁法遵守に関する自己監査、競合他社との接触を予防・
監視するための事前申請等を義務付け、競合他社との
接触状況の全体像を確認できる体制にしています。
　海外におきましても、各海外地区における内部統制課
との連携により、地域主体の研修や事前申請等の審査

及び自己監査を行う体制を構築し、各地域の競争法に
対応した遵法体制の再構築を進めております。
　この体制で、継続的な教育・啓発等の活動と、総括
的な統制の強化を実施しております。

　当社グループは、新しい技術の創造と新商品の開発を
通じて国際社会に貢献するため、法令・規則の遵守、公
正・誠実を基本に、以上の諸施策を実施することにより
経営基盤の一層の強化と業務の効率化に努め、収益向
上に邁進してまいります。
　株主の皆様には今後ともご支援とご鞭撻を賜りますよ
うよろしくお願いいたします。

当期（見通し）
平成29年3月期

前期（実績）
平成28年3月期

売上高 6,500 7,169

営業利益 300 477

営業利益率 4.6% 6.7%

経常利益 220 382

親会社株主に帰属する
当期純利益 30 150

通期の業績見通し （億円）

アフターマーケット・アカデミーの開催

アフターマーケット事業の拡大 コンプライアンス体制の強化

CSRグローバル会議の開催

06

010_0074301602812.indd   6 2016/11/17   10:26:39



　販売につきましては、補修市場向けは自動車補修向けで増加しました。産業機械市場向けは建設機械向けや農業機
械向けなどで減少しましたが、自動車市場向けは客先需要の拡大などにより増加しました。全体としては、為替の影
響があり売上高は91,704百万円（前年同期比14.0％減）となりましたが、セグメント利益は比例費の削減などにより
3,276百万円（前年同期比35.0％増）となりました。

日本

米州

　販売につきましては、補修市場向けは産業機械補修向けで減少しました。産業機械市場向けは工作機械向けや事務
機向けなどで減少し、自動車市場向けも客先需要の低減などにより減少しました。この結果、売上高は154,585百万
円（前年同期比8.6％減）となり、セグメント利益は販売減少や為替の影響などにより619百万円（前年同期比95.5％減）
となりました。

・株式会社ＮＴＮ能登製作所に
おける熱処理工場の増設、
一貫生産体制の確立

・代理店の販売支援による
ブランド力の向上

・電動モジュール商品事業部、
自然エネルギー商品事業部の
新設

主な施策

売上高推移（億円）

・NTN DRIVESHAFT 
ANDERSON,INC.における
ドライブシャフトの量産開始
準備

・大手代理店との協業の強化に
よる新規顧客の獲得

・オートパーツキットの品揃えを
拡大

セグメント利益推移（億円）

平成29年3月期
（第2四半期累計）

セグメント別売上高構成比

主な施策

1,989

1,065
917

2,083

平成29年
3月期

第2四半期累計

平成28年
3月期

平成28年
3月期

第2四半期累計

平成27年
3月期

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

14

32

57

24

平成29年
3月期

第2四半期累計

平成28年
3月期

平成28年
3月期

第2四半期累計

平成27年
3月期

0

20

40

60

平成29年3月期
（第2四半期累計）

セグメント別売上高構成比

セグメント利益推移（億円）売上高推移（億円）

平成29年
3月期

第2四半期累計

平成28年
3月期

平成28年
3月期

第2四半期累計

平成27年
3月期

0

1,000

2,000

3,000

4,000
3,433

1,690 1,545

3,376

平成29年
3月期

第2四半期累計

平成28年
3月期

平成28年
3月期

第2四半期累計

平成27年
3月期

0

100

200

300 275

136

6

241

39.2%

23.3%

セグメント別の概況
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欧州

アジア他

　販売につきましては、補修市場向けは自動車補修向け客先需要の拡大などにより増加しました。産業機械市場向け
は風力発電向けなどで減少しました。自動車市場向けは客先需要の拡大などにより増加しました。全体としては、為
替の影響があり売上高は81,735百万円（前年同期比10.9％減）となり、セグメント利益は1,033百万円（前年同期比
19.0％減）となりました。

　販売につきましては、補修市場向けは産業機械補修向けで減少しました。産業機械市場向けは風力発電向けなど
で減少しましたが、自動車市場向けは客先需要の拡大などにより増加しました。全体としては、為替の影響があり
売上高は66,175百万円（前年同期比11.0％減）となり、セグメント利益は6,103百万円（前年同期比4.1％減）と
なりました。

平成29年3月期
（第2四半期累計）

セグメント別売上高構成比

・襄陽恩梯恩裕隆傳動系統
有限公司におけるドライブ
シャフトの生産拡大

・代理店網の拡充による販売体制
の強化

・MROチームの強化による
プレゼンスの向上

セグメント利益推移（億円）売上高推移（億円） 主な施策

1,329

661
743

1,481

平成29年
3月期

第2四半期累計

平成28年
3月期

平成28年
3月期

第2四半期累計

平成27年
3月期

0

500

1,000

1,500

100

63 61

126

平成29年
3月期

第2四半期累計

平成28年
3月期

平成28年
3月期

第2四半期累計

平成27年
3月期

0

50

100

150

平成29年3月期
（第2四半期累計）

セグメント別売上高構成比

セグメント利益推移（億円）売上高推移（億円）

・NTN Kugellagerfabrik
(Deutschland)G.m.b.H.に
おける工作機械用精密軸受の
量産開始準備

・MRO案件の発掘とオート
パーツの拡販推進

・技術情報アプリ「TechScaN'R」
を開発し、技術サービスを充実

主な施策

1,872 1,835

817
917

平成29年
3月期

第2四半期累計

平成28年
3月期

平成28年
3月期

第2四半期累計

平成27年
3月期
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20.7%

16.8%
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産業機械市場向け補修市場向け
建設機械や鉄道車両、工作機械、農業機械、航空・宇宙、事
務機器、風力発電装置などさまざまな産業機械分野に向
け、大小あらゆる種類の軸受に新技術を付加して販売して
います。

代理店を通じた一般機械の補修用軸受販売、自動車補修
部品（オートパーツ）販売と、鉱山、製紙、鉄鋼機械などの
補修市場を対象とした事業です。グローバルな供給体制を
整備し、技術サービスの提供も行っています。
密封形4列円すいころ軸受
外径：220mm〜844mm

自動車用パーツキット

新幹線N700A 鉄道車両用軸受＊ TGV 鉄道車両用軸受＊外径：250mm

ジェットエンジン用軸受
外径：527mm

主軸用軸受＊外径：1,580mm

増速機用軸受＊外径：980mm

風力発電機ナセル部

テクニカル・サービスカーによるキャラバン活動

技術講習会
鉄鋼機械（圧延機）

なるほど、
ここにも
NTN。

航空機（ジェットエンジン用軸受）

新幹線（鉄道車両用軸受）

風力発電（風力発電機用軸受）

なるほど、
ここにも
NTN。

JR東海提供

販売減少や為替の       影響などで大幅減益
　建設機械向けや風力発電
向けなどの減少や為替の影
響 な ど に よ り 売 上 高 は
46,109百万円（前年同期比
12.7％減）となりました。営
業利益は販売減少や為替の
影響などにより371百万円（前
年同期比89.6％減）となりま
した。

平成29年3月期（第2四半期累計）
補修市場向け 売上高構成比
15.5%

需要減少や為替の影響などで減収減益
補
修
市
場
向
け

　産業機械補修向けの減少や
為替の影響などにより売上高
は50,706百万円（前年同期比
13.1％減）となりました。営
業利益は販売減少や為替の影
響などにより6,719百万円（前
年同期比29.3％減）となりま
した。

営業概況
産
業
機
械
市
場
向
け

営業概況

事業形態別の概況
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自動車や自動車関連市場向けの事業です。ハブベアリングやドライブシャフト、ニードルローラベアリングなどを中心に、
世界各国の自動車メーカや自動車関連メーカに向けて新しい技術と新商品を提案しています。ＥＶ（電気自動車）関連商
品の開発にも注力しています。

自動車市場向け

テーパローラ
ベアリング

中空ボール
ねじユニット＊

シートリフタ用クラッチ＊

ハブベアリング＊

電動油圧ブレーキ用
ボールねじ駆動モジュール

ドライブシャフト＊

ロッカーアーム用
ニードルローラ
ベアリング

ISG搭載エンジン用
可変ダンパ式
オートテンショナ＊

トランスミッション
ステアリング

エンジン・補機類
足 回り

C V T

シート

ブレーキ

世界No.1

世界No.2

広域・高分解能
小型センサ内蔵
ハブベアリング

＊構造を見やすくするため、商品をカットした写真を掲載しています。

なるほど、
ここにも
NTN。

スラストニードル
ローラベアリング

次世代ステアリング用
メカニカルクラッチ
ユニット＊

ステアリング用
等速ジョイント＊

海外で増加するも全体としては減収販売減少や為替の       影響などで大幅減益
　客先需要の拡大などにより海
外で増加しましたが、為替の影
響などにより売上高は230,009
百万円（前年同期比7.9％減）と
なりました。営業利益は販売増
加や比例費削減の効果などはあ
りましたが、為替の影響などに
より8,750百万円（前年同期比
25.5％減）となりました。

平成29年3月期（第2四半期累計）
産業機械市場向け 売上高構成比

14.1％

平成29年3月期（第2四半期累計）
自動車市場向け 売上高構成比

70.4%

自
動
車
市
場
向
け

営業概況
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四半期連結貸借対照表 （単位：百万円）

科　目 当第2四半期
（平成28年9月30日）  

前期
（平成28年3月31日）  

（資産の部）
流動資産 389,852 422,293

　　現金及び預金 68,162 63,233

　　受取手形及び売掛金 118,021 134,195

　　電子記録債権 4,440 2,285

　　有価証券 － 2,000

　　商品及び製品 96,492 103,195

　　仕掛品 42,406 45,808

　　原材料及び貯蔵品 27,734 29,216

　　繰延税金資産 6,419 8,927

　　短期貸付金 85 3,003

　　その他 26,898 31,325

　　貸倒引当金 △808 △898

固定資産 353,396 372,357

　有形固定資産 275,795 296,401

　　建物及び構築物（純額） 78,452 85,156

　　機械装置及び運搬具（純額） 140,053 154,894

　　その他（純額） 57,289 56,349

　無形固定資産 12,449 10,397

　　のれん 100 138

　　その他 12,348 10,258

　投資その他の資産 65,151 65,558

　　投資有価証券 47,466 49,301

　　繰延税金資産 13,196 12,448

　　その他 4,642 3,995

　　貸倒引当金 △153 △186

資産合計 743,249 794,650

（単位：百万円）

科　目 当第2四半期
（平成28年9月30日）  

前期
（平成28年3月31日）  

（負債の部）
流動負債 295,157 288,771

　　支払手形及び買掛金 51,377 55,247

　　電子記録債務 54,960 56,390

　　短期借入金 136,051 122,792

　　未払法人税等 4,279 4,236

　　役員賞与引当金 74 154

　　関係会社支援損失引当金 1,342 1,495

　　その他 47,072 48,455

固定負債 220,490 257,374

　　長期借入金 167,487 202,381

　　製品補償引当金 283 307

　　退職給付に係る負債 45,724 47,137

　　その他 6,995 7,547

負債合計 515,647 546,145

（純資産の部）
株主資本 241,190 237,725

　　資本金 54,346 54,346

　　資本剰余金 67,350 67,350

　　利益剰余金 120,112 116,644

　　自己株式 △618 △616

その他の包括利益累計額 △28,406 △5,402

　　その他有価証券評価差額金 8,869 8,554

　　為替換算調整勘定 △26,152 △1,536

　　退職給付に係る調整累計額 △11,123 △12,421

非支配株主持分 14,817 16,182

純資産合計 227,602 248,504

負債純資産合計 743,249 794,650

連結財務諸表
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5.00

5.00

10.00

（予想）

（予想）

当期の配当について
　当社は、株主の皆様に対する利益還元を最重要方針の一
つと考えております。配当につきましては、将来の成長のため
に必要な研究開発や設備投資等の資金を確保し、中長期的
な視点から安定的に継続しつつ、経営成績に応じて実施する
ことを基本方針といたします。具体的にはキャッシュ・フロー
の状況を勘案のうえ、連結配当性向を重視し決定することに
しております。
　当期につきましては、上記の基本方針を踏まえ総合的に勘案
しました結果、中間配当金につきましては１株につき5円とさせ
ていただきます。

配当金の推移（円）
中間配当金

1株当たり
金5.00円

四半期連結損益計算書 （単位：百万円）

科　目
当第2四半期（累計）

［平成28年4月 1日から］平成28年9月30日まで 

前第2四半期（累計）
［平成27年4月 1日から］平成27年9月30日まで 

売上高 326,824 360,771

売上原価 266,071 289,674

売上総利益 60,752 71,096

販売費及び一般管理費 44,911 46,276

営業利益 15,841 24,819

営業外収益 3,733 2,225

受取利息 211 267

受取配当金 459 513

持分法による投資利益 291 505

デリバティブ評価益 1,840 －

その他 930 939

営業外費用 8,043 9,042

支払利息 2,114 2,394

為替差損 3,875 4,939

その他 2,053 1,709

経常利益 11,531 18,002

特別損失 135 －

固定資産売却損 135 －

税金等調整前四半期純利益 11,395 18,002

法人税等 4,633 7,070

四半期純利益 6,762 10,932

非支配株主に帰属する四半期純利益 636 541

親会社株主に帰属する四半期純利益 6,126 10,391

四半期連結キャッシュ・フロー計算書（要旨） （単位：百万円）

科　目
当第2四半期（累計）

［平成28年4月 １日から］平成28年9月30日まで 

前第2四半期（累計）
［平成27年4月 １日から］平成27年9月30日まで 

営業活動によるキャッシュ・フロー 37,309 29,145

投資活動によるキャッシュ・フロー △23,613 △18,948

財務活動によるキャッシュ・フロー △12,877 △21,226

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,587 2,565

現金及び現金同等物の増減額(減少：△) △1,768 △8,463

現金及び現金同等物の期首残高 67,310 87,777

現金及び現金同等物の四半期末残高 65,542 79,314
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・後輪操舵システム

同軸直列タイプ 平行軸タイプ同軸中空タイプ

コンパクト設計、
樹脂製ハウジングの
採用等による軽量化
を実現

主な特長
【乗用車への適用例】

様々な車載装置に搭載可能 小型化・軽量化
適用装置に
合わせて複数の
バリエーション
を用意

　風力と太陽光の2つの自然エネルギーで発電した電力をバッテリーに充電し、夜間に
LED照明を自動点灯させる「ハイブリッド街路灯」の販売を2016年7月から開始しました。
　独自の翼形状を持つ垂直軸風車を採用し、「高い静粛性」を実現。加えて、垂直翼の採
用によるロスの少ない「高効率発電」が特色です。
　静粛性に優れた「ハイブリッド街路灯」は、公園、学校などの公共施設、バス停、駐車
場、商業施設や災害避難場所など地域社会に密着した様々な場所で活躍します。

1「電動モータ・アクチュエータ」シリーズを開発

新たな領域での事業展開

2「ハイブリッド街路灯」の販売を開始

主な特長

風力と太陽光のハイブリッド発電 独自の翼形状の採用
昼間の無風時には太陽光、夜間は風力で発電 ウィングレットが風を逃さず効率的に発電。

肉厚の断面形状により風切り音を制御

風向制御が不要 
垂直軸風車のため、
どの方角からの風も受け止め可能

ハイブリッド
街路灯
外観

点灯時

　近年、自動車分野では、自動運転化やさらなる低燃費化が求められており、今後、
自動車の駆動・制御において普及拡大が見込まれるバイワイヤ※制御に不可欠な、
汎用性の高い「電動モータ・アクチュエータ」シリーズを開発いたしました。構成部品や
諸元の共用化等によって個別設計が不要となり、開発期間の短縮が可能となります。
※ ブレーキバイワイヤやシフトバイワイヤなど、運転者の操作について、伝達部分を機械的伝達機構

から電気信号に変え、アクチュエータで駆動するシステム。

ウィングレット

太陽光パネル

照明部

風車

・電動ブレーキ
・電動パーキングブレーキ
・電動オイルポンプ
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・電子スロットル
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NTNのホームページでは、株主・投資家の皆様向けに企
業情報や財務情報を豊富に掲載しています。最新のトピッ
クスを随時更新し、CSR活動への取組みや技術関連情
報、企業広告の紹介など、幅広い内容となっています。
NTNをより深くご理解いただくため、ぜひご覧ください。

■ 株主数及び株式数 （平成28年9月３0日現在）

■ 当社の概要 （平成28年9月３0日現在） ■ 役員 （平成28年9月30日現在）

■ 株式分布状況 （平成28年9月３0日現在）
■ 大株主 （平成28年9月３0日現在）

社　　名
商　　標
創　　業
設　　立
資 本 金
従 業 員
事業内容

NTN株式会社

1918年３月
1934年３月
543億円 
5,345名（連結：24,449名）
軸受、ドライブシャフト、
精密機器商品等の製造及び販売

▲統合報告書
　「NTNレポート」（アニュアル＆CSRレポート)

▲おしえて！！ベアベア 
　親子で学ぼうベアリング

▲株主・投資家情報

ホームページのご案内

●株主数......................................................................... 28,243名
●発行済株式数.................................................. 532,463,527株

●所有者別 ●所有株数別

取 締 役 社 長
（ 代 表 取 締 役 ） 大 久 保 　 博 　 司
取締役副社長

（ 代 表 取 締 役 ） 井 上 博 徳
専 務 取 締 役 米 谷 福 松
常 務 取 締 役 寺 阪 至 徳
常 務 取 締 役 大 橋 啓 二
常 務 取 締 役 宮 澤 秀 彰
常 務 取 締 役 後 藤 逸 司
取 締 役 仲 野 浩 史
取 締 役 辻 　 秀 文
取 締 役 梅 本 武 彦
取 締 役 白 鳥 俊 則
取 締 役 川 島 一 貴

※ 1 取 　 締 　 役 和 田 　 彰
※ 1 取 　 締 　 役 津 田 　 登
※ 2 常 勤 監 査 役 川 原 廣 治

常 勤 監 査 役 井 山 雄 介
※ 2 監 　 査 　 役 加 護 野 　 忠 　 男
※ 2 監 　 査 　 役 川 上 　 良

常 務 執 行 役 員 鵜 飼 英 一
常 務 執 行 役 員 森 　 　 　 夏 比 古
常 務 執 行 役 員 十 河 哲 也
常 務 執 行 役 員 尾 迫 　 功
常 務 執 行 役 員 小 岩 井 　 　 　 功
常 務 執 行 役 員 亀 高 晃 司
執 行 役 員 松 尾 隆 之
執 行 役 員 赤 松 良 信
執 行 役 員 播 磨 　 悦
執 行 役 員 ピ ー ト  ア イ ク
執 行 役 員 岡 阪 　 誠
執 行 役 員 朱 　 建 平
執 行 役 員 ア ラ ン    ショバン
執 行 役 員 中 溝 栄 一
執 行 役 員 萩 原 一 樹
執 行 役 員 三 宅 勝 明
執 行 役 員 江 上 正 樹
執 行 役 員 石 川 浩 二
執 行 役 員 野 々 健 二
執 行 役 員 上 田 　 智
執 行 役 員 山 本 正 明
執 行 役 員 エル ベ 　 ブ ル ロ
執 行 役 員 渡 邉 郁 雄
執 行 役 員 西 口 雅 之

会 計 監 査 人 新日本有限責任監査法人※1印は会社法第2条第15号に定める社外取締役であります。
※2印は会社法第２条第１６号に定める社外監査役であります。

株主名 所有株式数
（千株）

持株比率
（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 38,349 7.20 
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 23,845 4.47 
第一生命保険株式会社 23,278 4.37 
明治安田生命保険相互会社 22,467 4.21 
株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 21,674 4.07 
ＮＴＮ共栄会 12,440 2.33 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 11,870 2.22 
日本生命保険相互会社 9,206 1.72 
資産管理サービス信託銀行株式会社(投信受入担保口) 8,812 1.65 
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口9) 8,270 1.55 

株式情報

会社情報

金融機関
252,982千株
47.51%

個人・その他
102,995千株

19.34%

外国法人等
83,031千株
15.60%

その他の法人
80,025千株
15.03%

金融商品取引業者
13,428千株

2.52%

合計
532,463千株

100万株以上
73.75%

1千株以上
5.25%

50万株以上
4.63%

10万株以上
6.11%

5万株以上
1.75%

1万株以上
5.56%

5千株以上
2.71%

1千株未満
0.24%

合計
532,463千株

・後輪操舵システム

同軸直列タイプ 平行軸タイプ同軸中空タイプ

コンパクト設計、
樹脂製ハウジングの
採用等による軽量化
を実現

主な特長
【乗用車への適用例】

様々な車載装置に搭載可能 小型化・軽量化
適用装置に
合わせて複数の
バリエーション
を用意

　風力と太陽光の2つの自然エネルギーで発電した電力をバッテリーに充電し、夜間に
LED照明を自動点灯させる「ハイブリッド街路灯」の販売を2016年7月から開始しました。
　独自の翼形状を持つ垂直軸風車を採用し、「高い静粛性」を実現。加えて、垂直翼の採
用によるロスの少ない「高効率発電」が特色です。
　静粛性に優れた「ハイブリッド街路灯」は、公園、学校などの公共施設、バス停、駐車
場、商業施設や災害避難場所など地域社会に密着した様々な場所で活躍します。

1「電動モータ・アクチュエータ」シリーズを開発

新たな領域での事業展開

2「ハイブリッド街路灯」の販売を開始

主な特長

風力と太陽光のハイブリッド発電 独自の翼形状の採用
昼間の無風時には太陽光、夜間は風力で発電 ウィングレットが風を逃さず効率的に発電。

肉厚の断面形状により風切り音を制御

風向制御が不要 
垂直軸風車のため、
どの方角からの風も受け止め可能

ハイブリッド
街路灯
外観

点灯時

　近年、自動車分野では、自動運転化やさらなる低燃費化が求められており、今後、
自動車の駆動・制御において普及拡大が見込まれるバイワイヤ※制御に不可欠な、
汎用性の高い「電動モータ・アクチュエータ」シリーズを開発いたしました。構成部品や
諸元の共用化等によって個別設計が不要となり、開発期間の短縮が可能となります。
※ ブレーキバイワイヤやシフトバイワイヤなど、運転者の操作について、伝達部分を機械的伝達機構

から電気信号に変え、アクチュエータで駆動するシステム。

ウィングレット
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照明部
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株主メモ

株式会社ＮＴＮ三重製作所
株式会社ＮＴＮ金剛製作所
株式会社ＮＴＮ宝達志水製作所
株式会社ＮＴＮ能登製作所
株式会社ＮＴＮ袋井製作所
株式会社ＮＴＮ赤磐製作所
ＮＴＮ精密樹脂株式会社
NTN USA CORP．（アメリカ）
NTN BEARING CORP． OF AMERICA（アメリカ）
NTN DRIVESHAFT， INC．（アメリカ）
AMERICAN NTN BEARING MFG． CORP．（アメリカ）
NTN-BOWER CORP．（アメリカ）
NTN BEARING CORP． OF CANADA LTD．（カナダ）
NTN do Brasil Produção de Semi-Eixos Ltda.（ブラジル）
NTN-SNR ROULEMENTS（フランス）
NTN TRANSMISSIONS EUROPE（フランス）
NTN Wälzlager（Europa）G.m.b.H.（ドイツ）
NTN Kugellagerfabrik（Deutschland）G.m.b.H.（ドイツ）
NTN BEARING-SINGAPORE （PTE） LTD.（シンガポール）
NTN MANUFACTURING （THAILAND）CO., LTD.（タイ）
恩梯恩（中国）投資有限公司（中国）
南京恩梯恩精密機電有限公司（中国）
上海恩梯恩精密機電有限公司（中国）
廣州恩梯恩裕隆傳動系統有限公司（中国）
恩梯恩LYC（洛陽）精密軸承有限公司（中国）

【自動車事業本部】
　関東自動車支社
　宇都宮自動車支社
　北関東自動車支社
　東海自動車支社
　浜松自動車支社
　大阪自動車支社
　広島自動車支社

東京都港区港南2丁目16番2号
栃木県宇都宮市馬場通り1丁目１番11号
群馬県太田市飯田町1220-１
愛知県安城市三河安城町１丁目４番地４
浜松市中区板屋町１１０番地の５
大阪市西区京町堀１丁目３番１７号
広島市南区的場町１丁目２番１９号

【産業機械事業本部】
　東　京　支　社
 西 関 東 支 社
 名 古 屋 支 社
　大　阪　支　社
　広　島　支　社
　九　州　支　社

東京都港区港南2丁目16番2号
相模原市中央区中央３丁目１４番７号
名古屋市中区錦2丁目3番4号
大阪市西区京町堀１丁目３番１７号
広島市南区的場町１丁目２番１９号
北九州市小倉北区米町1丁目1番7号

 桑 名 製 作 所
 長 野 製 作 所
 磐 田 製 作 所
 岡 山 製 作 所

三重県桑名市大字東方字土島2454番地
長野県上伊那郡箕輪町大字中箕輪14017-11
静岡県磐田市東貝塚1578番地
岡山県備前市畠田500番地の1

本 　 　 　 社 大阪市西区京町堀１丁目３番１７号

【アフターマーケット事業本部】
 東 日 本 支 社
 中 日 本 支 社
 西 日 本 支 社

東京都港区港南2丁目16番2号
名古屋市中区錦2丁目3番4号
大阪市西区京町堀1丁目3番17号

毎年4月1日～翌年3月31日
事業年度終了後3か月内
毎年3月31日の最終の株主名簿に記載または記録された
株主をもって､その事業年度に関する定時株主総会にお
いて権利を行使することができる株主とします。その他必
要あるときは、あらかじめ公告して、基準日を定めます｡

3月31日

9月30日

電子公告
ただし､電子公告によることができない事故その他やむを
得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載します。
公告掲載の場合のホームページアドレス

《http://www.ntn.co.jp》
〒100-8212
東京都千代田区丸の内1丁目4番5号
三菱UFJ信託銀行株式会社

●
●
●

●

●

●

●

事　業　年　度
定 時 株 主 総 会
基 準 日

剰 余 金 の 配 当
受領株主確定日
中 間 配 当
受領株主確定日
公 告 方 法

株主名簿管理人
特別口座の口座管理機関

●

●

同 連 絡 先

ご 注 意

〒541－8502
大阪市中央区伏見町3丁目6番3号
三菱UFJ信託銀行株式会社　大阪証券代行部
電話（通話料無料）　0120-094-777

1.株主様の住所変更、買取・買増請求その他各種お手
続きにつきましては、原則、口座を開設されている口
座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。
口座を開設されている証券会社等にお問合せくださ
い。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取
り扱いできませんのでご注意ください。

2.特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつ
きましては、三菱ＵＦＪ信託銀行が口座管理機関となっ
ておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱
ＵＦＪ信託銀行）にお問合せください。なお、三菱ＵＦＪ
信託銀行全国本支店でもお取次ぎいたします。

3.未受領の配当金につきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行本
支店でお支払いいたします。

本社　〒550-0003  大阪市西区京町堀1丁目3番17号 地球環境に配慮した
植物油インキを使用
しています。

■ 主要な事業所（平成28年9月３0日現在） ■ 主要な子会社 （平成28年9月３0日現在）

株主の皆様へ

平成28年4月1日から
平成28年9月30日まで

報告書
中　間
第      　 期 118

証券コード 6472
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